
○東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付要綱 

平成２６年７月９日 

告示第３７３号 

改正 平成２６年１２月１０日告示第５７３号 

平成２８年５月２０日告示第２７９号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、建築物の壁、柱、天井等に使用されたアスベストの飛散による市民の

健康障害を予防し、生活環境の保全を図るため、建築物の所有者等が行うアスベスト含有

調査に要する経費に対し、予算の範囲内において東広島市民間建築物アスベスト対策事業

補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、東広島市

補助金等交付規則（平成２４年東広島市規則第４号）に定めるもののほか、この要綱の定

めるところによる。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) アスベスト 石綿障害予防規則（平成１７年厚生労働省令第２１号）第２条に規定す

る石綿等をいう。 

(2) アスベスト含有調査 建築物の吹付け建材について行うアスベスト含有の有無に係

る調査をいう。 

(3) 分析調査 建材中の石綿含有率の分析方法について（平成１８年８月２１日付け基発

第０８２１００２号厚生労働省労働基準局長通達）及び石綿障害予防規則第３条第２項

の規定による石綿等の使用の有無の分析調査の徹底等について（平成２０年２月６日基

安化発第０２０６００３号）に示された分析方法により行う分析調査をいう。 

(4) 調査者 建築物石綿含有建材調査者講習登録規程（平成２５年国土交通省告示第７４

８号）第２条第２項に規定する建築物石綿含有建材調査者をいう。 

（一部改正〔平成２６年告示５７３号・２８年告示２７９号〕） 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（次項において「補助対象事業」という。）は、市

内に存する民間建築物の所有者、区分所有者の団体又は管理者が行うアスベスト含有調査

とする。 

２ 補助対象事業は、次の各号のいずれにも該当するものでなければならない。 

(1) アスベスト含有調査の対象とする建築物（以下「補助対象建築物」という。）が、国、

地方公共団体その他公共的団体が所有するものでないこと。 

(2) 補助対象建築物の壁、柱、天井等にアスベストを含有する吹付け建材が施工されてい

るおそれがあること。 



(3) 国、地方公共団体その他公共的団体からこの要綱と同様の補助金の交付を受けていな

いこと。 

(4) 調査者が行う分析調査であること。 

(5) その他市長が不適当と認める建築物を対象としたアスベスト含有調査でないこと。 

（一部改正〔平成２８年告示２７９号〕） 

（補助金の交付額） 

第４条 補助金の交付の対象となるアスベスト含有調査の経費（以下「補助対象経費」とい

う。）及び補助金の交付額は、次の表に掲げるとおりとする。この場合において、補助金

の交付額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

補助対象経費 補助金の交付額 

１ サンプリング採取に要する経費 

２ 定性・定量分析に要する経費 

補助対象経費の全額。ただし、補助対象建築

物１棟当たり２５万円を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「事業実施者」という。）は、補助対象事

業の着手前に、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付申請書（別記様式第１

号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象建築物に係る登記事項証明書（３か月以内に交付されたものに限る。）その

他当該補助対象建築物の所有者が確認できるもの 

(2) 事業実施者（事業実施者がマンション管理組合の場合を除く。）について、本市の市

税の滞納がないことを証する書類 

(3) 区分所有されている建築物にあっては、当該補助対象建築物の所有者が同意している

ことが分かる書類（同意書、管理を行う団体の総会の議決書等） 

(4) 当該補助対象建築物の付近見取図、配置図、各階平面図等（対象部位を明記したもの）

及び現況写真（アスベストの吹付状況が確認できるもの） 

(5) 事業実施者が補助対象建築物の管理者である場合は、所有者の同意書及び所有者と管

理者の関係を証する書類 

(6)  アスベスト含有調査を行う者の建築物石綿含有建材調査者講習登録規程第７条第１

３号に規定する修了証明書の写し 

(7) 補助対象経費に係る見積書 

(8) その他市長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付は、補助対象建築物につき１回限りとする。 

（一部改正〔平成２８年告示２７９号〕） 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金を交付す

ることを決定したときは東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付決定通知書



（別記様式第２号）により、交付しないことを決定したときは東広島市民間建築物アスベ

スト対策事業補助金不交付決定通知書（別記様式第３号）により、事業実施者に通知する

ものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を行う場合において、補助金の交付の目

的を達成するために必要な条件を付することができる。 

（権利譲渡の禁止） 

第７条 事業実施者は、補助金の交付を受ける権利を他人に譲渡し、又は担保に供してはな

らない。 

（補助金の経理） 

第８条 事業実施者は、補助金について経理を明らかにする帳簿を作成し、補助事業の完了

の日から起算して５年を経過する日の属する市の会計年度の末日まで保存しなければなら

ない。 

（補助事業の変更） 

第９条 事業実施者は、当該補助事業を変更しようとするときは、あらかじめ、東広島市民

間建築物アスベスト対策事業変更承認申請書（別記様式第４号）を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合において、その内容を審査し、適当と認める

ときは東広島市民間建築物アスベスト対策事業変更承認通知書（別記様式第５号）により、

事業実施者に通知するものとする。 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１０条 事業実施者は、当該補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、速やかに

東広島市民間建築物アスベスト対策事業中止（廃止）申請書（別記様式第６号）を市長に

提出し、その承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１１条 事業実施者は、当該補助事業が完了したときは、その日から起算して３０日を経

過する日又は当該補助金の交付の決定があった日の属する市の会計年度の末日のいずれか

早い日までに、東広島市民間建築物アスベスト対策事業実績報告書（別記様式第７号）に

次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 調査者から提出を受けた分析調査報告書の写し 

(2) 調査箇所の採取中及び採取後の写真 

(3) アスベスト含有調査の実施に関する契約書の写し 

(4) アスベスト含有調査に要した領収書、請求書その他の支出証拠書類の写し 

２ 事業が翌年度にわたる場合は、４月１０日までに東広島市民間建築物アスベスト対策事

業年度終了実績報告書（別記様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

（一部改正〔平成２８年告示２７９号〕） 



（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、前条の実績報告書の提出があった場合において、その内容の審査及び必

要に応じて行う現地調査により当該事業の実績を適当と認めるときは、補助金の額を確定

し、速やかに、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金額確定通知書（別記様式第

９号）により事業実施者に通知するものとする。 

（是正のための措置） 

第１３条 市長は、第１１条の実績報告書の提出があった場合において、当該補助事業の成

果が補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に適合しないと認めるときは、事業実

施者に対し、これらに適合させるために必要な措置を講ずることを命ずることができる。 

（補助金の交付の請求） 

第１４条 第１２条の規定により通知を受けた事業実施者は、補助金の交付を請求しようと

するときは、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付請求書（別記様式第１０

号）を市長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１５条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(2) 補助金交付の決定の内容又はこれに付した条件に対し重大な違反をし、かつ、その是

正のための市長の指示又は命令に従わないとき。 

(3) その他市長が不適当と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消したときは、東

広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付決定取消通知書（別記様式第１１号）に

より事業実施者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条第２項の場合において、その取消しに係る部分に関し既に交付した

補助金があるときは、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金返還命令書（別記様

式第１２号）により、期限を定めて当該補助金の額の全部又は一部に相当する額の返還を

命ずるものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金が返還された場合において、当該事業者が国及び県の

補助金の交付を受けたものであるときは、速やかに補助金を国及び県に返還するための措

置を講ずるものとする。 

（消費税相当額の確定に伴う補助金の返還） 

第１７条 事業実施者は、補助事業完了後において、交付を受けた補助金に係る消費税仕入

控除税額（補助対象経費に含まれる消費税等のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８

号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法



（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計金額を

補助対象経費の消費税等相当額に対する補助額の消費税等相当額の割合で按分して得た金

額をいう。）が消費税及び地方消費税の申告により確定した場合には、東広島市民間建築

物アスベスト対策事業補助金消費税仕入控除税額報告書（別記様式第１３号）により、速

やかに市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により報告があった場合は、東広島市民間建築物アスベスト対策事

業補助金返還命令書（別記様式第１２号）により、期限を定めてその返還を命ずるものと

する。 

３ 市長は、前項の規定により補助金が返還された場合において、当該補助事業が国及び県

の補助金の交付を受けたものであるときは、速やかに補助金を国及び県に返還するための

措置を講ずるものとする。 

（指導及び監督） 

第１８条 市長は、必要があると認めるときは、事業実施者に対し、アスベスト含有調査等

に関する報告を求めることができる。 

２ 市長は、事業実施者に対し、補助事業の適正な執行を確保するために必要な措置を講ず

ることを命じ、又は必要な助言若しくは勧告をすることができる。 

（委任） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

この要綱は、平成２６年７月１０日から施行する。 

附 則（平成２６年１２月１０日告示第５７３号） 

この告示は、平成２６年１２月１０日から施行する。 

附 則（平成２８年６月１日告示第２７９号） 

１ この告示は、平成２８年６月１日から施行する。 

２ この告示による改正後の東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付要綱の規定

は、平成２８年６月１日以後にされる補助金の交付の申請について適用し、同日前にされ

た補助金の交付の申請については、なお従前の例による。 



別記様式第１号（第５条関係） 

 

平成  年  月  日 

 

東広島市長 様 

 

申請者 住 所               

    氏 名             ○印  

法人にあっては、名称及び代表者 

の氏名 

電話番号 （   ）  －     

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付申請書 

 

平成  年度において、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金の交付を受けたい

ので、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付要綱第５条第１項の規定により、

関係書類を添えて申請します。 

 

１ 建築物の名称  

 

２ 建築物の所在地  

 

３ 交付申請額  金               円 

 

４ 着手予定年月日 平成  年  月  日 

 

５ 完了予定年月日 平成  年  月  日 

 

 



別紙 

 

１ 交付申請額の算出方法                       （単位：円） 

 補助対象経費     （Ａ） 円   

 補助限度額      （Ｂ） ２５０,０００円 

交付申請額 

（Ａ又はＢのいずれか少ない額） 
円 

 ※補助対象経費に含まれる費用は、サンプリング採取に要する経費、定性・定量分析に要

する費用です。 

 ※補助対象建築物の棟数が２棟以上の場合、棟ごとに算出してください。 

 ※１,０００円未満の端数は切り捨ててください。 

 

２ 補助対象建築物の概要（１棟ごとに記入） 

建 築 物 名 称  

建 築 物 の 所 在 地  

建 築 年 月 日  

建 物 用 途  

構 造 ・ 規 模 

構 造 造、一部        造  

階 数 階建（地上   階 ・ 地下   階） 

延 床 面 積 ㎡  

建築基準法で要求する耐火建築物  

調査を要する

箇 所 

室 名 称  

部 位  

ア ス ベ ス ト 

施 工 面 積 
 

調 査 箇 所 の 

アスベストの状況 
 

 ※補助対象建築物の棟数が２棟以上の場合は、コピーのうえ記入し添付してください。 

  



３ 調査の概要 

 
所属する 名 称  

 

調 査 者 

会 社 所 在 地  

氏 名  

建築物石綿含有建材調査

者講習の修了証明書番号 
 

電 話 番 号 （    ）    － 

 

４ 添付資料（各１部提出すること。） 

(1) 当該補助対象建築物に係る登記事項証明書（３か月以内のもの）その他当該建築物の

所有者が確認できるもの 

(2) 申請者について、本市の市税の滞納がないことを証明する書類 

(3) 区分所有されている建築物にあっては、当該補助対象建築物の所有者が同意している

ことがわかる書面（同意書、管理を行う団体の総会の議決書等） 

(4) 図面等 

ア 付近見取図（縮尺、方位、調査地の位置を明記したもの） 

イ 配置図（縮尺、方位、調査建築物を明記したもの） 

ウ 平面図（縮尺、調査部分を明記したもの） 

エ 現況写真（アスベストの吹付状況が確認できるもの） 

(5) 補助申請者が補助対象建築物の管理者である場合は、所有者と管理者の関係を証する

書類 

(6) アスベスト含有調査を行う者の建築物石綿含有建材調査者講習登録規程第７条第１３

号に規定する修了証明書の写し 

(7) 補助対象経費に係る見積書 

(8) その他市長が必要と認める書類 

 



別記様式第２号（第６条関係） 

指令東広  第   号  

平成  年  月  日  

 

           様 

 

東 広 島 市 長  □印  

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付決定通知書 

 

平成  年  月  日付けで申請の東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金につ

いては、次の条件を付けて交付することに決定したので、東広島市民間建築物アスベスト対

策事業補助金交付要綱第６条第１項の規定により通知します。 

 

１ 建築物の名称  

 

２ 交付決定額        金                  円 

 

３ 交付の条件 

(1) この補助金は、東広島市民間建築物アスベスト対策事業に要する経費に充てること。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けるこ

と。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業の遂行が困難となったとき

は、速やかに市長に報告し、指示を受けること。 

(4) 補助事業に要する予算を変更し、又は補助事業の内容を変更しようとするときは、あ

らかじめ市長の承認を受けること。 

(5) 事業が完了したときは、その完了の日から３０日を経過する日又は当該補助金の交付

の決定があった日の属する市の会計年度の末日のいずれか早い日までに、東広島市民間

建築物アスベスト対策事業実績報告書（別記様式第７号）に必要な書類を添えて市長に

提出すること。 

(6) 市長は、事業実施者がこの要綱の規定又は交付の決定に付した条件に違反したときは、

補助金の全部又は一部の返還を命ずることがあること。 

(7) 補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類を整備し、補助事業の完了した日の属

する市の会計年度の末日から５年間保存すること。 

 



別記様式第３号（第６条関係） 

 

指令東広  第   号  

平成  年  月  日  

 

          様 

 

東 広 島 市 長  □印   

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金不交付決定通知書 

 

平成  年  月  日付けで申請の東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金につ

いては、次のとおり交付しないことを決定したので、東広島市民間建築物アスベスト対策事

業補助金交付要綱第６条第１項の規定により通知します。 

 

１ 建築物の名称  

 

２ 交付しない理由 

 

 

 



別記様式第４号（第９条関係） 

 

平成  年  月  日  

 

東広島市長 様 

 

申請者 住 所               

   氏 名             ○印  

 法人にあっては、名称及び代表者 

 の氏名 

電話番号 （   ）  －     

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業変更承認申請書 

 

 平成  年  月  日付け指令東広  第   号で交付の決定を受けた補助事業につ

いて、次のとおり変更したいので、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付要綱

第９条第１項の規定により申請します。 

 

１ 建築物の名称  

 

２ 交 付 申 請 額   金             円 

  前回交付決定額   金             円 

  変 更 増 減 額   金             円 

 

３ 交付申請額の算出の基礎 

 

４ 変更の内容及びその理由 

変更の理由 

 

変更の内容 

変更前 変更後 

  

  注 既に提出した添付資料で変更があるものを添付すること。 

 



別記様式第５号（第９条関係） 

 

指令東広  第   号  

平成  年  月  日  

 

          様 

 

東 広 島 市 長  □印   

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業変更承認通知書 

 

平成  年  月  日付けで申請の東広島市民間建築物アスベスト対策事業の変更につ

いては、次のとおり承認したので、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付要綱

第９条第２項の規定により、通知します。 

 

１ 建築物の名称  

 

２ 交 付 決 定 額   金            円 

  前回交付決定額   金            円 

  変 更 増 減 額   金            円 

 

３ 変更の内容  

変 更 の 内 容 

変更前 変更後 

  

 

４ 交付の条件 

  平成  年  月  日付け指令東広  第  号の補助金交付決定通知書のとおり。 

 



別記様式第６号（第１０条関係） 

 

平成  年  月  日  

 

東広島市長 様 

 

申請者 住 所               

   氏 名             ○印  

 法人にあっては、名称及び代表者 

 の氏名 

電話番号 （   ）  －     

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業中止（廃止）申請書 

 

 平成  年  月  日付け指令東広  第   号で交付の決定を受けた補助事業につ

いて、次のとおり中止（廃止）の承認を受けたいので、東広島市民間建築物アスベスト対策

事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定により申請します。 

 

１ 建築物の名称  

 

２ 中止・廃止の理由 

中止・廃止 の

理 由 

 

 

 



別記様式第７号（第１１条関係） 

平成  年  月  日  

 

東広島市長 様 

 

報告者 住 所               

     氏 名             ○印  

 法人にあっては、名称及び代表者 

 の氏名 

電話番号 （   ）  －     

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業実績報告書 

 

 平成  年  月  日付け指令東広  第   号で交付の決定を受けた補助事業が完

了したので、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付要綱第１１条第１項の規定

により、関係書類を添えて報告します。 

 

１ 建築物の名称  

 

２ 補助事業の実施期間  平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 

 

３ 補助金の交付決定額     金         円 

 

４ 決算 

収入 支出 

自己資金 円 補助対象経費 円 

借入金 円 補助対象外経費 円 

補助金受入予定額 円   

合計 円 合計 円 

 

５ 添付書類 

(1) 調査者から提出を受けた分析調査報告書の写し 

(2) 調査箇所の採取中又は採取後の写真 

(3) アスベスト含有調査の実施に関する契約書の写し 

(4) アスベスト含有調査に要した領収書、請求書その他の支出証拠書類の写し 

(5) その他市長が必要と認める書類 



別記様式第８号（第１１条関係） 

 

平成  年  月  日  

 

東広島市長 様 

 

報告者 住 所             

    氏 名            ○印  

 法人にあっては、名称及び代表者 

 の氏名 

電話番号 （   ）  －     

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業年度終了実績報告書 

 

 平成  年  月  日付け指令東広  第   号で交付の決定を受けた補助事業の平

成  年度における実績について、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付要綱

第１１条第２項の規定により、関係書類を添えて報告します。 

 

１ 建築物の名称  

 

２ 補助事業の実施期間  平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 

 

３ 補助金の交付決定額      金        円 

 

４ 添付書類 

(1) 事業遂行工程表 

(2) アスベスト含有調査の実施に関する契約書の写し 

 

 

 



別記様式第９号（第１２条関係） 

 

指令東広  第   号  

平成  年  月  日  

 

          様 

 

東 広 島 市 長  □印   

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金額確定通知書 

 

 平成  年  月  日付け指令東広  第   号で交付の決定をした東広島市民間建

築物アスベスト対策事業補助金については、次のとおり確定したので、東広島市民間建築物

アスベスト対策事業補助金交付要綱第１２条の規定により通知します。 

 

１ 建築物の名称  

 

２ 補助確定金額    金           円 

 

注 東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付要綱第１７条第１項の規定により、

補助事業完了後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕

入控除税額が確定した場合には、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金消費税仕

入控除税額報告書（別記様式第１３号）により速やかに市長に報告するとともに、市長の

返還命令を受けてこれを市に返還すること。 

 

 



別記様式第１０号（第１４条関係） 

平成  年  月  日  

 

東広島市長 様 

 

請求者 住 所              

    氏 名            ○印  

 法人にあっては、名称及び代表者 

 の氏名 

電話番号 （   ）  －     

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付請求書 

 

 平成  年  月  日付け指令東広  第   号で額の確定通知を受けた東広島市民

間建築物アスベスト対策事業補助金について、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助

金交付要綱第１４条の規定により、次のとおり請求します。 

 

１ 交付決定額   金       円 

 

２ 請 求 額   金       円 

 

３ 振込先 

金融機関名

店 舗 名 

 銀行・金庫 

農協・組合 

支店・本店  

支所・出張所 

預 金 種 別 

口 座 番 号 
普通・当座 

       ※ 右詰めで記入 

すること。 

フ リ ガ ナ  

口座名義人 

 

 

 

 



別記様式第１１号（第１５条関係） 

指令東広  第   号  

平成  年  月  日  

 

          様 

 

東 広 島 市 長  □印   

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付決定取消通知書 

 

 平成  年  月  日付け指令東広  第  号で交付の決定をした東広島市民間建築

物アスベスト対策事業補助金については、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交

付要綱第１５条第１項の規定により、次のとおり取り消したので、同条第２項の規定により、

通知します。 

 

１ 建築物の名称  

 

２ 交付決定額         金          円 

 

３ 取 消 額         金          円 

 

４ 取消の理由 

 

 



別記様式第１２号（第１６条、第１７条関係） 

 

指令東広  第   号  

平成  年  月  日  

 

          様 

 

東 広 島 市 長  □印   

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金返還命令書 

 

 平成  年  月  日付け指令東広  第   号で交付の決定をした東広島市民間建

築物アスベスト対策事業補助金については、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金

交付要綱第１６条第１項（第１７条第２項）の規定により、次のとおり補助金の返還を命ず

る。 

 

１ 建築物の名称  

 

２ 返還すべき金額     金            円 

 

３ 返還期日        平成  年  月  日 

 

注１ 返還すべき補助金等は、所定の納入通知書により納付すること。 

 ２ 補助金を返還することにより生じた加算金については、補助金の受領の日から納付の

日までの日数に応じ、その返還を命ぜられた補助金の額（その一部を納付した場合にお

けるその後の期間については、既に納付した額を控除した額（その一部を納付した場合

におけるその後の期間については、既に納付した額を控除した額））につき東広島市税

外収入金の督促及び滞納処分に関する条例（昭和４９年東広島市条例第１３０号。次項

において「条例」という。）附則第２項に規定する割合で計算した額を市に納付しなけ

ればならない。 

 ３ 返還すべき補助金を納期日までに納付しなかったときの延滞金については、納期日の

翌日から納付の日までの日数に応じ、その返還すべき補助金の額（その一部を納付した

場合におけるその後の期間については、既に納付した額を控除した額）につき条例附則

第２項に規定する割合で計算した額を市に納付しなければならない。 

 



別記様式第１３号（第１７条関係） 

平成  年  月  日  

東広島市長 様 

 

報告者 住 所               

   氏 名             ○印  

 法人にあっては、名称及び代表者 

 の氏名 

電話番号 （   ）  －     

 

東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金消費税仕入控除税額報告書 

 

 平成  年  月  日付け指令東広  第   号で交付の決定を受けた補助事業に係

る消費税控除税額が確定したので、東広島市民間建築物アスベスト対策事業補助金交付要綱

第１７条第１項の規定により、関係書類を添えて報告します。 

 

区   分 金   額 

１ 補助金の決定額             円 

２ 補助金の交付申請時及び実績報告時に減額した消費

税控除税額 
            円 

３ 消費税額の申告により確定した消費税仕入控除税額             円 

４ 補助金返還相当額（３の額から２の額を差し引いた

額） 
            円 

 

 添付書類 

積算の内訳書 

 



別記様式第１号（第５条関係） 

（一部改正〔平成２８年告示２７９号〕） 

別記様式第２号（第６条関係） 

別記様式第３号（第６条関係） 

別記様式第４号（第９条関係） 

別記様式第５号（第９条関係） 

別記様式第６号（第１０条関係） 

別記様式第７号（第１１条関係） 

（一部改正〔平成２８年告示２７９号〕） 

別記様式第８号（第１１条関係） 

別記様式第９号（第１２条関係） 

別記様式第１０号（第１４条関係） 

（一部改正〔平成２６年告示５７３号〕） 

別記様式第１１号（第１５条関係） 

別記様式第１２号（第１６条、第１７条関係） 

別記様式第１３号（第１７条関係） 

 


